
日本公認会計士協会（以下、「 JICPA」という）は、
2022年7月25日付で「報酬」のセクションを含む倫理
規則の改正を行った。また、「財務諸表等の監査証明に
関する内閣府令（以下、「監査証明府令」という）の一
部を改正する内閣府令」（2023年3月改正）に基づき、
金融商品取引法（以下、「金商法」という）に基づく監
査報告書において報酬関連情報の記載が求められること
となった。これらに対応して、JICPAが公表している監
査報告書の文例において、報酬関連情報の記載例が追加
されている。
本稿では、一連の改正を踏まえ、監査人の監査報告書
における報酬関連情報の記載に関する概要と実務上の対
応について解説する。

1.ﾠ 報酬関連情報の開示に関する改正の 
背景
監査業務の依頼人が社会的影響度の高い事業体（以
下、「PIE」という）である場合、利害関係者は、会計
事務所等の独立性に関して高い期待を持っている。この
ような期待を背景に、会計事務所等がPIEに対し監査業
務を提供する場合、利害関係者が会計事務所等とPIEで
ある被監査会社との業務上の関係について理解し、会計
事務所等の独立性に関する判断の基礎となる情報を入手

できるようにするため、監査報告書における報酬関連情
報の記載が求められることとなった。

2.ﾠ 報酬関連情報の開示に関する概要
（1）適用対象会社
報酬関連情報の開示が求められるPIE とは、公認会計

士法における大会社等及び会計事務所等が追加的に社会
的影響度の高い事業体として扱うこととした事業体をい
う（倫理規則400.8）。公認会計士法上の大会社等には、
上場会社の他、銀行、保険会社、独立行政法人、国立大
学法人、資本金額等が一定規模以上の会計監査人設置会
社である株式会社などが含まれる（公認会計士法第24
条の2）。

（2）報酬関連情報の開示
①開示が求められる項目

JICPA倫理規則実務ガイダンス第1号「倫理規則に関
するQ&A（実務ガイダンス）」（以下、「倫理規則に関す
るQ&A」という。2023年9月改正）によれば、基本的
には会計事務所等が監査報告書において報酬関連情報全
体の記載を行うことが適切と考えられるとされており、
記載が求められる項目は以下の通りである。

開示項目 具体的な内容

監査報酬 重要性にかかわらず、会計事務所等及びネットワーク・ファームに支払われた、又は支払われるべき監査報
酬（倫理規則R410.31⑴）

非監査報酬 重要性にかかわらず、会計事務所等又はネットワーク・ファームが監査業務の依頼人及びその連結子会社
（※）に提供する非監査業務に係る報酬（倫理規則R410.31⑵、⑶）
　※　 独立性の評価に関連することを知っている場合又はそのように信じるに足る理由がある場合、非連結

子会社を含む。

報酬依存度 2年連続して報酬依存度が15％を超える場合又は超える可能性が高い場合、その事実及び当該状況が最初に
生じた年（倫理規則R410.31⑷）
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②報酬関連情報の開示を省略できる場合
倫理規則及び倫理規則に関するQ&Aによれば、以下
のいずれかに該当する場合には報酬関連情報を開示しな
いことが認められている。
●連結財務諸表に係る監査報告書に報酬関連情報が記載
される会社の個別財務諸表に係る監査報告書の場合

●完全親会社の連結財務諸表に係る監査報告書に報酬関
連情報が記載される完全子会社の（連結・個別）財務
諸表に係る監査報告書の場合1

上記に該当する場合、会社法に基づく監査報告書で
は、報酬関連情報に関する記載区分全体を削除すること
が認められている。
一方で、金商法に基づく監査を受けている場合、監査
証明府令に基づき監査報告書では報酬関連情報が必須の
記載事項となるため、記載区分を削除することはできな
い。そのため、報酬関連情報の区分を設けた上で連結財
務諸表や完全親会社の監査報告書において報酬関連情報
が記載されている旨の記載を行うことになる。
また、金商法に基づく監査と会社法に基づく監査の両
方を受けている場合、報酬関連情報はいずれかの監査報
告書に記載することで足りる。そのため、多くの上場会
社の監査においては金商法の監査報告書で記載すること
とし、会社法の監査報告書では記載しないことが想定さ
れる。

③報酬関連情報の開示における会社の開示金額の参照
　（ア）金商法に基づく監査の場合
　 　報酬関連情報に関しては、従前より有価証券報告書
等において法令等に基づく一定の開示が行われてい
る。有価証券報告書の開示と倫理規則に基づく報酬関
連情報の開示においては、両者が求める開示の範囲が
異なり、報酬金額の集計結果に差が生じる場合があ
る2。
　 　それぞれの開示について、会計事務所等の独立性の
評価に関連すると合理的に考えられる情報を整合的に
提供する観点から、次のⅰ及びⅱを満たす場合には、
会社の開示金額を、倫理規則に基づく報酬金額として
取り扱うことができるものと考えられるとされてい
る。すなわち、ⅰ及びⅱを満たす場合には監査報告書

1　 以下を条件として、事業体が別のPIEに完全に所有されている場合の開示の省略が認められている（倫理規則R410.32（2））。 
（1）　事業体の財務諸表が、当該他のPIEのグループ財務諸表に連結されること。 
（2）　会計事務所等又はネットワーク・ファームが、当該他のPIEのグループ財務諸表に対する意見を表明すること。

2　 倫理規則に基づく開示では、重要性の有無に関わらずネットワーク・ファームが受け取る監査報酬、非監査報酬の開示が
求められるが、有価証券報告書の開示では、重要性が乏しい報酬の開示を省略することが認められている。また、倫理規
則では一定の場合に非連結子会社からの監査報酬、非監査報酬が開示対象となる（倫理規則に関するQ&AのQ410-13-
1）。

3　倫理規則に関するQ&AのＱ410-13-1参照

は会社の開示箇所を参照することができると考えられ
る。

　ⅰ　 会計事務所等が、依頼人による報酬の集計範囲や
算定プロセスの合理性を理解する。

　ⅱ　 依頼人が算定した報酬に関する情報と倫理規則に
基づく報酬関連情報との差分について分析し、依
頼人と調整することにより双方の情報が一致す
る3。

　 　有価証券報告書の開示及び倫理規則に基づく開示に
差が生じており、監査報告書に報酬金額が記載される
ことになる場合、有価証券報告書の中で2つの報酬関
連情報が併存することになるが、両者の集計範囲の違
い等について説明することは求められていない。この
ことは利害関係者の理解を複雑にし、会社が行ってい
る報酬関連情報の集計の正確性に対する疑義を惹起さ
せる、又は会計事務所等の独立性に関する理解の妨げ
になる可能性があると考えられるため、会計事務所等
は会社と適切に協議を実施し、ⅰ及びⅱを満たしたう
えで監査報告書では会社の開示を参照する方式を採用
することが多くなるものと考えられる。

　（イ）会社法に基づく監査の場合
　 　（2）②に記載の通り、多くの上場会社の監査におい
て会社法の監査報告書では報酬関連情報は記載されな
いことが想定されるため、会社法の監査報告書で報酬
関連情報が記載されるのは非上場かつPIEの会社の監
査が中心となる。

　 　非上場かつPIEの会社の場合、法令等においては、
事業報告における会計監査人の報酬開示が要求されて
いない、又は会計監査人に係る監査報酬額の開示のみ
が要求され、非監査報酬額やネットワーク・ファーム
に係る報酬額の開示は要求されていない。したがっ
て、事業報告は有価証券報告書と比較し、限定的な開
示にとどまっている事例が多い。そのような場合、事
業報告に倫理規則に基づく報酬関連情報が追加される
ことによって、会社法の監査報告書において会社の開
示を参照することが可能になると想定される（設例参
照）。

テクニカルセンター　会計情報　Vol. 570 / 2024. 2　© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.　39



【設例】会計事務所及びネットワーク・ファームの報酬金額は以下のとおりとする。

● 事業報告において開示が要求される報酬関連情報

報酬等の額
（開示例）

150百万円（A）

会社
子会社

a.会計監査人に対する報酬金額
監査報酬（百万円）

150　A
239　B

非監査報酬（百万円）
32　C
0　D

会社
子会社

監査報酬（百万円） 非監査報酬（百万円）
－

b.会計監査人のネットワーク・ファームに対する報酬金額（aを除く）

注1. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、○○などを確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。
注2. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である、○○についての対価を支払ってお
ります。

当社及び当社子会社は、会計監査人である監査法人〇〇及び監査法人〇〇のネットワークファームに属する△△のメン
バーファームに対して、監査証明業務に基づく報酬1,454百万円（A+B+E）及び非監査業務に基づく報酬498百万円
（C+D+F+G）を支払っております。

会社の種類 事業報告で開示が要求される会計監査人の報酬等の額
報酬等の額の記載不要（会社法施行規則第126条柱書）(ア)

(イ)

会社法上の非公開会社で有価証券報告書を提出していな
い会社

会計監査人の監査報酬の額の記載のみ必要（同条第2号）
例えば、以下の（開示例）の記載が想定される。

会社法上の公開会社で有価証券報告書を提出していない
会社

● 倫理規則により開示が要求される報酬関連情報
　会社がPIEに該当する場合、会社の種類に関係なく会計事務所等及びネットワーク・ファームの監査報酬の金額1,454百
万円（A+B+E）及び非監査報酬の金額498百万円（C+D+F+G）の開示が必要となる。

● 会社法の監査報告書において会社の開示を参照可能とするための報酬関連情報の追加
　上記（ア）の場合、「会計監査人に関する事項」1.会計監査人の名称の次に、2.会計監査人の報酬等の額として以下の記載が
追加されることにより、会社法の監査報告書は事業報告の開示を参照することが可能となると考えられる（カッコ書きの数
式は参照用の記載であり、実際の開示においては記載不要）。

注3．当社及び当社子会社は、会計監査人である監査法人〇〇及び監査法人〇〇のネットワークファームに属する△△の
メンバーファームに対して、監査証明業務に基づく報酬1,454百万円（A+B+E）及び非監査業務に基づく報酬498百万円
（C+D+F+G）を支払っております。

　上記（イ）の場合、前述の事業報告の（開示例）に以下の記載が追加されることにより、会社法の監査報告書は事業報告の開
示を参照することが可能となると考えられる（カッコ書きの数式は参照用の記載であり、実際の開示においては記載不要）。

F
G

207
259E1,065

4　JICPA監査基準報告書（以下、「監基報」という）700実務指針第1号「監査報告書の文例」文例1（注14）参照

上記の通り、会社法施行規則上、会社が事業報告にお
いて倫理規則に基づく報酬関連情報の記載を行うこと
は、必ずしも求められていない。しかし、報酬関連情報
の開示は、会計監査人の独立性に対する報酬の影響に関
して財務諸表利用者の理解を向上させる可能性があり、
会社の利害関係者にとって有益な情報であると考えられ
るため、会社と会計監査人は事業報告上で報酬関連情報
の開示を行うことについて適切な協議を行うことが望ま
れる（なお、倫理規則R410.30によれば、会社が法令
等の要請がないため報酬関連情報の開示を行わない場
合、開示することによる会社の利害関係者にとっての有
益性等一定の事項について、会計監査人は会社の監査役
等と協議を行うことが必要とされている）。

④実際の監査報告書における記載
● 金商法の監査報告書における記載
　 　連結財務諸表に係る監査報告書において会社の開示
を参照する場合の文例は以下の通りである4。

＜報酬関連情報＞
当監査法人及び当監査法人と同一のネットワーク

に属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業
務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額
は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・
ガバナンスの状況等 （X）【監査の状況】に記載され
ている。
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連結財務諸表に係る監査報告書において直接金額を記
載する場合の文例は以下の通りである5。

＜報酬関連情報＞
当監査法人及び当監査法人と同一のネットワーク

に属する者に対する、当連結会計年度の会社及び子
会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に
基づく報酬の額は、それぞれXX百万円及びXX百万
円である。

（2）②に記載の通り、連結財務諸表に係る監査報告書
に報酬関連情報が記載される場合、個別財務諸表に係る
監査報告書は以下の記載をすることで足りる6。

＜報酬関連情報＞
報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記

載されている。

●会社法の監査報告書における記載
連結計算書類に係る監査報告書において会社の開示を
参照する場合、以下の記載が想定される。

＜報酬関連情報＞
当監査法人及び当監査法人と同一のネットワーク

に属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業
務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額
は、事業報告に含まれる「（X）会計監査人に関する
事項」の（X）【会計監査人の報酬等の額】に記載さ
れている。

連結計算書類に係る監査報告書において直接金額を記
載する場合の文例は金商法の連結財務諸表に係る監査報
告書において直接金額を記載する場合の文例と同一であ
る。

5　監基報700実務指針1号「監査報告書の文例」文例1本文参照
6　監基報700実務指針1号「監査報告書の文例」文例2（注15）参照
7　倫理規則R410.31⑷
8　監基報700実務指針1号「監査報告書の文例」文例1（注14）参照

（3）報酬依存度（15%ルール）関係
会計事務所等全体の総収入に対する特定の監査業務の

依頼人に対する報酬依存度が高い割合を占める場合、当
該依頼人からの報酬を失うこと等への懸念は、自己利益
という阻害要因の水準に影響を与え、不当なプレッシャ
ーという阻害要因を生じさせる可能性がある。そのた
め、監査業務の依頼人がPIEである場合において、2年
連続して報酬依存度が15％を超える場合又は超える可
能性が高い場合、その事実及び当該状況が最初に生じた
年を開示しなければならないとされている7。
該当する場合、監査報告書の報酬関連情報区分に以下

の文を追加する8。

なお、日本公認会計士協会の倫理規則に定める報酬
依存度は、×年×月×日に終了した連結会計年度よ
り継続して15％を超えている。

3.ﾠ 適用時期
監査報告書における報酬関連情報の記載は、改正倫理

規則の適用時期である2023年4月1日以後に開始する事
業年度又は連結会計年度に係る財務諸表等の監査証明か
ら適用される。
ただし、当該記載は、改正倫理規則と併せて2023年

4月1日以後に終了する事業年度又は連結会計年度に係
る財務諸表等の監査証明から早期適用することも可能と
されている。

以　上
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